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地域活性化起業人制度（企業人材派遣制度）による派遣に関する協定書（案） 

 

 小郡市（以下「甲」という。）と〇〇〇〇（以下「乙」という。）は、総務省が制定する地

域活性化起業人制度（企業人材派遣制度）推進要綱に基づき、乙の社員を甲に派遣させるに

当たり、派遣期間中の取扱いに関する事項について、次のとおり協定するため、協定書（以

下「本協定」という。）を締結する。 

 

（社員の派遣） 

第１条 乙は、乙に２年以上所属する社員を、乙の社員の身分を保有したまま、甲へ派遣 

する（本協定により派遣される社員を、以下「派遣社員」という。） 

２ 派遣社員は甲の地域内に居住するものとし、住所及び連絡先等を書面により甲に通知 

するものとする。 

３ 派遣社員の派遣期間は、令和５年４月１日から令和６年３月３１日までを予定する。 

４ 前項に規定する派遣期間は、健康上の問題等やむを得ない理由があると認められると

きは甲乙協議の上、その期間を月単位で短縮することができる。 

５ 本協定に係る事業年度は４月１日から翌年３月３１日とする。 

６ 派遣社員の変更は、派遣社員の派遣期間が継続した６ヶ月以上経過しており、かつ業務

の進捗及び内容に応じてより適切な派遣社員への変更が必要と認められるとき、または

派遣期間が６ヶ月未満であっても健康上の問題等やむを得ない理由があると認められる

ときは、甲乙協議の上、実施することができる。 

７ 派遣社員は、普通自動車免許を取得していることを条件とする。 

（派遣期間中の業務） 

第２条 派遣社員は、企業で培われたノウハウ、ネットワーク、マーケティング技術等を活

かしながら、甲の魅力や価値の向上、地域経済の活性化のため、次に掲げる基本的業務に

従事するものとする。 

（１）地域資源（七夕の里、恋人の聖地など）や食を活かした観光コンテンツの制作 

（２）食を通じた交流人口・関係人口の創出、拡大の推進に関すること 

（３）甲の生産者や飲食店、事業者等との連携に関すること 

（４）甲の産品を使ったふるさと納税返礼品の造成 

（５）その他観光振興や来訪者の増加に向けた取組み 

（６）上記各号の情報発信に関すること 

２ 派遣社員の具体的事項の業務について、乙は、前条第３項に定める派遣期間の開始日ま

でに業務計画表と職務経歴書を作成し、甲の承認を得なければならない。 

３ 前項の業務計画表を変更する必要が生じた場合は、甲乙協議の上、変更することができ

る。 

（就業条件） 
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第３条 派遣社員の労働時間、休息時間、休日等の労働条件については、乙の規程に従うも

のとする。 

２ 派遣社員が前条第１項に規定する業務（以下「本件業務」という。）を遂行するに当た

り、甲の承諾を得た上で、甲の事務室及び設備等を使用することができる。 

３ 派遣社員は、毎月末日までに、翌月の業務従事予定日、作業場所等について、甲と協議

の上決定し、甲に通知しなければならない。 

４ 感染症の流行又は天災等の乙の責に帰し得ない事由により、本条第３項に定める業務

時間に作業場所で本件業務に従事できない場合は、本件業務を実施したものとみなす。 

（社会保険） 

第４条 派遣社員は、派遣期間中も乙の社員の加入する健康保険、厚生年金保険、雇用保険

及び労働災害補償保険の被保険者とする。 

（年次有給休暇） 

第５条 派遣社員の年次有給休暇の付与日数及び付与条件については、乙の規程に従うも

のとする。 

（給与の支給等） 

第６条 派遣社員の給与及び賞与は、乙の定める支給基準に従い、乙が派遣社員に直接支給

する。 

２ 派遣社員に関する給与、賞与、諸手当、健康保険・厚生年金保険・雇用保険・介護保険・

労働者災害補償保険の事業主負担分、及び退職金引当に係る相当額（以下「給与等相当額」

という。）並びに派遣社員の派遣期間中の甲の用務に係る旅費（交通費・出張旅費等を含

むがこれに限らない）相当額（以下「旅費相当額」という。）は、負担金として、乙の請

求に応じて甲が負担する。 

（負担金） 

第７条 令和５年度の負担金の上限額は、給与等相当額が金 〇〇〇〇円（消費税及び地方

消費税の額を含む。）、旅費相当額が金〇〇〇〇円（消費税及び地方消費税の額を含む。）

とする。ただし、第１条第４項の規定により派遣期間を変更した場合は、月の初日を基準

日として月割により計算した額とし、その額に 1,000円未満の端数があるときは、その端

数を切り捨てる。 

２ 負担金のうち、給与相当額について、甲は令和５年１０月末日までに金 〇〇〇〇円を、

令和６年３月末日までに金 〇〇〇〇円を、乙の指定する銀行口座へ振り込みの方法で支 

払うものとする。旅費相当額については、乙の示す実績に基づき前項に定めた上限を超え

ない範囲で実費を毎月乙の指定する銀行口座へ振り込みの方法で支払うものとする。 

３ 本条第１項に定める負担金のほか、甲は、派遣社員が発案・提案した事業に関する費用、

及び甲の派遣社員の受け入れ準備に係る費用（以下併せて「必要経費」）という。）につい

て、甲が認めたものに関して、次の金額を上限にこれを負担する。必要経費が発生する場

合、支払方法及び支払時期については、甲乙別途協議の上決定する。 
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（１）派遣社員が発案・提案した事業に関する費用：金 〇〇〇〇円 

（２）令和４年度中に甲の派遣社員の受け入れ準備にかかる必要経費が発生する場合は、甲

乙別途協議の上決定する。 

４ 甲は、前二項について、適法な支払いの請求書の提出があったときは、その日から３０

日以内に負担金及び必要経費を乙に支払うものとする。 

（災害補償） 

第８条 派遣社員が業務上又は通勤途上において死傷し、又は疾病（以下「死傷等」という。）

にかかった場合の災害補償は、乙の規程に基づき乙において処理するものとする。ただし、

甲が所有する公用車を派遣社員が運転又は同乗の際に発生した事故において死傷等した

場合、又は第三者を死傷等させた場合の災害補償は、甲乙協議の上決定するものとする。 

（定期健康診断） 

第９条 派遣社員に対する定期健康診断は、乙の規程により乙において行う。 

（出勤状況等の通知及び報告） 

第１０条 派遣社員は、甲が指定する日までに、前月の出勤、時間外勤務及び休暇取得等に

ついて、甲に報告しなければならない。 

２ 甲は、派遣社員の出勤、時間外勤務及び休暇取得等について、定期的に乙に通知する。

また、乙は必要に応じ甲に報告を求めることができる。 

（信用失墜行為の禁止） 

第１１条 派遣社員は、甲の業務が公務であることを認識するとともに、その職の信用を傷

つけ、又は不名誉となるような行為をしないよう努めなければならない。 

（秘密を守る義務） 

第１２条 派遣社員は、甲の承諾なく、業務上知り得た秘密を漏らしてはならない。本協定

の解除後及び期間満了後も、また同様とする。 

２ 派遣社員は、甲の承諾なく、業務上知り得た秘密を本件の目的外に使用してはならない。 

（分限及び懲戒） 

第１３条 派遣社員の派遣期間中における分限処分及び懲戒処分については、甲乙協議し

て行うものとする。 

（委託等の禁止） 

第１４条 派遣社員は、本件の全部を一括して、第三者に委託し、又は請け負わせてはなら

ない。 

２ 派遣社員は、本件の一部を第三者に委託し、又は請け負わせようとするときは、あらか

じめ、甲の承諾を得なければならない。 

３ 甲は、派遣社員に対して、本件業務の一部を委託し、又は請け負わせた者の商号又は名

称その他必要な事項の通知を請求することができる。 

（実績報告） 

第１５条 派遣社員は、甲が指定する日までに、前月の業務の実施状況及び成果等を、書面
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により甲に報告（以下「月次報告書」という。）しなければならない。 

２ 甲は、月次報告書を確認するものとし、月次報告書の内容に異議がある場合には、受領

後７日以内に書面により派遣社員に通知するものとする。甲が、受領後７日以内に通知を

しない場合は月次報告書を承認したものとする。 

３ 派遣社員は、本件業務が完了したとき（本件業務を中止し、又は廃止したときを含む。）

は、本件業務の成果を記載した業務完了報告書及び業務成果品（以下「完了報告書」とい

う。）を甲に提出するものとする。 

４ 甲は、前項の完了報告書等を受理したときは、その日から１０日以内に業務成果品につ

いて検査を行わなければならない。この場合において、適当と認めたときは、当該業務成

果品の引渡しを受けるものとする。 

５ 甲は、前項の検査の結果、不適当と認めたときは、派遣社員に修正等を命じることがで

きるものとし、これに要する費用は乙の負担とする。 

（著作権） 

第１６条 業務の過程において派遣社員が作成した資料等を甲に提供する場合は、その著

作権については甲に帰属するものとする。ただし、乙が従前より有する著作権等及び甲乙

別途合意の上定めた著作権等は乙に留保される。 

（損害賠償） 

第１７条 甲又は乙が故意又は過失により相手方に損害を与えた場合は、その責の帰属の

明確なものはその当事者が負うものとし、不明なものについては甲乙協議の上負担を定

める。 

（暴力団等排除に係る解除） 

第１８条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに本協定を解除すること

ができる。 

（１）乙の役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、そ

の他団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあ

ってはその者及び支店又は営業所を代表するものをいう。以下同じ。）に次に掲げる者

がいると認められるとき。 

 ア 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。

以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

 イ 暴力団関係者（暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴

力団」という。）と関係をもちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等

を行う者をいう。以下同じ。） 

（２）乙の経営又は運営に暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）が実

質的に関与していると認められるとき。 

（３）乙の役員等又は派遣社員を含む使用人（以下「使用人」という。）が、暴力団の威力

若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人
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等（法人その他の団体又は個人をいう。以下同じ。）を利用する等していると認められ

るとき。 

（４）乙の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは

実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等の暴力

団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

（５）乙の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有

していると認められるとき。 

（６）乙の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りなが

らこれを利用する等していると認められるとき。 

（７）乙が、暴力団又は暴力団員等から、妨害又は不当要求を受けたにもかかわらず、警察

への被害届の提出を故意又は過失により怠ったと認められるとき。 

２ 甲は、前項の規定により本協定を解除したことによって、乙に損害が生じても、その責

めを負わないものとする。 

（協定解除） 

第１９条 甲又は乙は、相手方が本協定の各条項に違反したときは、相当の期間を定めてそ

の履行の催告をし、その期間内に履行がないときは本協定を解除することができる。 

２ 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに本協定を解除することができ

る。 

（１）本協定を履行することができないと明らかに認められるとき。 

（２）本協定の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

（３）前２号に掲げる場合のほか、本協定の各条項に違反し、甲乙の信頼関係を破壊したと

き。 

３ 甲は、前２項の規定により本協定を解除した場合の負担金については、乙が遂行した業

務に対する相応の金額として、甲乙協議の上定めるものとする。 

（関係書類の整備及び保存等） 

第２０条 乙は、負担金の内容を明らかにするため、本件業務に係る会計を他の事業に係る

会計と区分して経理するとともに、会計関係帳簿等の事業に係る書類を、整備しなければ

ならない。 

２ 前項の書類等は、第１条第３項に定める満了日の属する年度の終了後５年間、又は現に

監査、検査、訴訟等における対象となっている場合においては、当該監査、検査、訴訟等

が終了するまでの間のいずれか遅い日までの間保存しなければならない。 

（有効期間） 

第２１条 本協定の有効期限は、本協定締結の日から令和６年３月３１日までとする。ただ

し、第１条第４項の規定により、その期間を短縮した場合は、その日までとする。 

２ 令和６年度以降については、当該年度の負担金に見合う歳出予算成立を条件に別途協

定書を締結する可能性はあるが、予算不成立又はその他の理由により、協定を締結せず本
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協定を終了することで甲又は乙に損害が生じても相手方はその責めを負わないものとす

る。 

（管轄裁判所） 

第２２条 本協定について訴訟等が生じたときは、被告の本店所在地を管轄する裁判所を

第一審の裁判所とする。 

（個人情報取扱特記事項の遵守） 

第２３条 本協定において「個人情報」とは、「個人情報の保護に関する法律」、個人情報保

護委員会が定めるガイドライン、その他関連する法令（告示、指針等を含み、以下あわせ

て「個人情報保護法等」という。）に定める情報であって、本件業務の遂行のために甲か

ら乙に提供され又は乙が第三者（個人情報により識別される特定の個人を含む。次項にお

いて同じ）から取得するものをいう。なお、個人情報は、口頭、映像その他書面以外のあ

らゆる媒体を含み、形式を問わない。 

２ 乙は、本件業務の遂行のために個人情報を取得するにあたっては、個人情報保護法等を

遵守し、これを適切に取り扱うものとする。 

（その他） 

第２４条 本協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲乙協議して定め

るものとする。 

 

 本協定の証として本書２通を作成して、甲及び乙が記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

 令和  年  月  日 

 

                甲 

 

     

  

                乙 

 


